
地籍調査事業委託業務共通仕様書 

 

（適用範囲） 

第１条 この地籍調査事業委託業務共通仕様書（以下「共通仕様書」という）は、岩美

町が行う地籍調査作業に適用する。 

２ 図面及び特記仕様書に記載された事項は、この共通仕様書に優先するものとする。 

 

（作業範囲） 

第２条 本業務にあたっては、共通仕様書のほか業務委託契約書及び下記の法令等によ

り実施するものとする。なお、業務実施期間内において法令等に改正が生じた場合は、

改正後の法令等を優先することとする。疑義が生じた場合は本町職員と協議し実施す

ること。 

 (1) 国土調査法 

 (2) 国土調査法施行令 

 (3) 地籍調査作業規程準則 

 (4) 地籍調査作業規程準則運用基準 

 (5) 地籍簿の様式を定める省令 

 (6) 地籍図の様式を定める省令 

 (7) 地籍調査成果の数値情報化実施要領 

 (8) 数値地籍情報の記録計式等について 

 (9) 地籍調査成果電子納品要領 

 (10)地籍調査事業工程管理及び検査規程 

 (11)地籍調査事業工程管理及び検査規程細則  

 (12)地籍調査事業（外注）実施要領 

 (13)その他関係法令、書通達及び通知等 

 

（用語の定義） 

第３条 調査職員、指示、承諾及び協議とは次の定義による。 

調査職員とは、総括調査職員、主任調査職員、調査職員を総称していう。 

２ 指示とは、発注者側の発議により、監督職員が受注者に対し監督職員の所掌事務に

関する方針、基準又は計画などを示し、実施させることを言う。 

３ 承諾とは、受注者側の発議により、受注者が調査職員に報告し、調査職員が了解す

ることをいう。 

４ 協議とは、調査職員と受注者が対等の立場で合議することをいう。 



 

（作業の着手） 

第４条 受注者は、特記仕様書に定めがある場合を除き、契約締結後１０日以内に作業

に着手しなければならない。この場合において、着手とは主任技術者が測量作業の実

施のため調査職員との打合せ又は現地踏査を開始することをいう。 

 

（主任技術者） 

第５条 受注者は、作業における主任技術者を定め、発注者に通知するものとする。 

２ 主任技術者は、契約図書等に基づき作業に関する技術上の一切の事項を処理するも

のとする。 

３ 主任技術者は、測量法に基づく測量士の有資格者であり、かつ高度な技術と十分な

実務経験を有する者でなければならない。 

４ 主任技術者は、調査職員が指示する関連のある作業等の受注者と十分に協議の上、

相互に協力し作業を実施しなければならない。 

５ 主任技術者は、屋外における測量作業に際しては使用人等に適宜、安全対策、環境

対策、衛生管理、地元関係者に対する対応等の指導及び教育を行うとともに、作業が

適正に遂行されるように管理及び監督しなければならない。 

 

（作業班長） 

第６条 作業班長とは、主任技術者のもとで業務を担当する者で、受注者が定めた者を

いう。ただし、作業における作業班長は、測量法に基づく測量士又は測量士補の有資

格者でなければならない。 

２ 受注者は、業務の実施にあたって作業班長を定め、発注者に通知するものとする。 

３ 作業班長は、契約書及び設計図書に基づき適正に業務を実施しなければならない。 

 

（提出書類） 

第７条 受注者は、別表に掲げる関係提出書類の様式により、契約締結後、遅滞なく関

係書類を調査職員に提出しなければならない。 

２ 受注者が発注者に提出する書類で様式が定められていないものは、受注者において

様式を定めて提出するものとする。ただし、発注者がその様式を指示した場合は、こ

れに従わなければならない。 

 

（打合せ等） 

第８条 作業を適正かつ円滑に実施するため、主任技術者と調査職員は常に密接な連絡

をとり作業の方針及び条件等の疑義を正すものとし、その内容についてはその都度受

託者が打合せ記録簿に記録し相互に確認しなければならない。なお、連絡は積極的に



電子メールやファクシミリ等を活用し、それらで確認した内容のうち必要なものは必

ず打合せ記録簿を作成するものとする。 

２ 作業着手時及び設計図書で定める作業の区切りにおいて、主任技術者と調査職員は

打合せを行うものとし、その結果について受注者が打合せ記録簿に記録し相互に確認

しなければならない。 

３ 受注者は、貸与品及び支給品がある場合は、その受払状況を登録した帳簿を備え付

け、常にその管理状況を明らかにしておかなくてはならない。また、受注者は作業完

了時（完了前であっても工程上支給品の精算が行えるものについてはその時点）には、

支給品精算書を調査職員に提出しなければならない。 

４ 主任技術者は、仕様書に定めのない事項について疑義が生じた場合は速やかに調査

職員と協議するものとする。 

 

（関係官公庁への手続き等） 

第９条 受注者は、作業の実施にあたっては、発注者が行う関係官公庁等への手続きの

際に協力しなければならない。また、受注者は、作業を実施するため関係官公庁等に

対する諸手続が必要な場合は、速やかに行うものとする。 

２ 受注者が、関係官公庁等から交渉を受けたときは遅滞なくその旨を調査職員に報告

し協議するものとする。 

 

（土地への立入り等） 

第１０条 受注者は、屋外で行う作業を実施するため国有地、公有地又は私有地に立入

る場合は、調査職員及び関係者と十分な協調を保ち作業が円滑に進捗するように努め

なければならない。また、やむを得ない理由により現地への立入りが不可能となった

場合には、直ちに調査職員に報告し指示を受けなければならない。 

２ 受注者は、作業実施のため宅地又はかき、さく等で囲まれた土地に立入る場合は、

あらかじめ占有者に通知しなければならない。ただし、占有者に対してあらかじめ通

知することが困難であるときは、占有者に迷惑を及ぼさないよう十分注意して立入る

ものとし、この場合において遅滞なくその旨を占有者に通知しなければならない。 

３ 受注者は、作業実施のため植物伐採、かき、さく等の除去又は土地若しくは工作物

を一時使用するときは、あらかじめ土地所有者及び占有者の許可を得て行わなければ

ならない。 

４ 前項の場合において生じた損失及び業務実施にあたり第三者に与えた損害は、受注

者の責任において補償するものとする。 

 

（成果品） 

第１１条 受注者は発注者の示す様式により、成果品として関係書類を提出しなければ



ならない。成果品は全て発注者の所有とし、発注者の承諾を受けないで他に公表、貸

与又は使用してはならない。 

 

（関係法令及び条例の遵守） 

第１２条 受注者は、作業の実施に当たっては、関連する関係諸法令及び条例等を遵守

しなければならない。 

 

（守秘義務） 

第１３条 受注者は、作業の実施過程で知り得た個人情報を第三者に漏らしてはならな

い。 

２ 受注者は、業務上収集した情報を、発注者の許可なく複写及び加工し庁外へ持ち出

してはならない。 

 

（安全等の確保） 

第１４条 受注者は、屋外で行う作業の実施に際しては、関係者だけでなく、付近住民、

通行者、通行車両等の第三者の安全確保のため次の各号に掲げる事項を遵守しなけれ

ばならない。 

（１）常に作業の安全に留意し現場管理を行い災害の防止に努めなければならない。 

（２）作業現場に別途他の作業又は工事等が行われる場合は、相互協調して作業を遂

行しなければならない。 

（３）作業実施中管理者の許可なくして、流水及び水陸交通の妨害、公衆の迷惑とな

るような行為、作業をしてはならない。 

２ 受注者は、特記仕様書に定めがある場合には所轄警察署、道路管理者、鉄道事業者、

河川管理者、労働基準監督署等の関係者及び関係機関と緊密な連絡を取り、作業実施

中の安全を確保しなければならない。 

３ 受注者は、屋外で行う作業の実施にあたり、事故等が発生しないよう現場従事者等

に安全教育の徹底を図り指導、監督に努めなければならない。 

４ 受注者は、屋外で行う作業の実施にあたっては、安全の確保に努めるとともに労働

安全衛生法等関係法令に基づく措置を講じておくものとする。 

５ 受注者は、屋外で行う作業の実施にあたり、災害予防のため次の各号に掲げる事項

を厳守しなければならない。 

（１）災害の防止に努めなければならない。 

（２）屋外で行う作業に伴い立木等を伐採した場合は、これを野焼きしてはならない。

なお処分する場合は、関係法令を遵守するとともに関係官公署の指導に従い、必

要な措置を講じなければならない。 

（３）現場従事者等の喫煙、たき火等の場所を指定し、指定場所以外での火気の使用



は禁止しなければならない。 

（４）ガソリン、塗料等の可燃物を使用する必要がある場合には、周辺に火気の使用

を禁止する旨の標示を行い、周辺の整理に努めなければならない。 

（５）作業現場に関係者以外の立入を禁止する場合は、板囲い、ロープ等により囲う

とともに立入り禁止の標示をしなければならない。 

６ 受注者は、屋外で行う作業の実施にあたっては豪雨、豪雪、出水、地震、落雷等の

自然災害に対して、常に被害を最小限に食い止めるための防災体制を確立しておかな

ければならない。災害発生時においては、第三者及び使用人等の安全確保に努めなけ

ればならない。 

７ 受注者は、屋外で行う作業実施中に事故等が発生した場合は、直ちに調査職員に報

告するとともに、別表様式２により事故報告書を速やかに調査職員に提出し、調査職

員から指示がある場合にはその指示に従わなければならない。 

８ 受注者は、作業を完了したときには、残材、廃物、木くず等を撤去し現場を清掃し

なければならない。 

 

（その他） 

第１５条 入札（又は見積書の提出）に当たっては、私的独占の禁止及び公正取引の確

保に関する法律（昭和２２年法律第５４号）等に抵触する行為を行ってはならない。 

 

 

別  表 

様式番号 名     称 提出 

部数 

宛  先 提出先 提出時期 

受注者様式 作業実施計画書 

（工程表） 

１部 岩美町長 調査職員 作業着手前 

受注者様式 主任技術者選任通

知書 

１部 

 

岩美町長 調査職員   〃 

受注者様式 作業班長選任通知

書（現場代理人） 

１部 岩美町長 調査職員   〃 

様式 １ 作業進度報告書 １部 岩美町長 調査職員 作業実施中 

受注者様式 納 品 書 １部 岩美町長 調査職員 作業終了後 

様式 ２ 事故報告書 １部 岩美町長 調査職員 必要時 

 



様式 ２ 

令和  年  月  日 

 

岩美町長 長 戸  清 様 

 

会社所在地 

会 社 名                    

主任技術者                    

印 

 

 
事 故 報 告 書 

 
 

下記のとおり、事故が発生しましたので報告します。 

 

 

１．作業名及び作業地区 

 

 

２．事故発生年月日  令和  年  月  日  曜日（   時  分頃） 

 

 

３．事故発生場所 

 

 

４．事故発生状況 

 

 

 

 

 

 

 

５．事故の原因 

 

 

 

６．事故発生後にとった措置 

 

 

 

７．添付資料（状況写真、状況説明図など） 

 



地籍調査事業測量（数値法）委託業務特記仕様書 

 

１ 一般事項 

  本業務は、国土調査法に基づく地籍調査事業について、地上法における数

値法地籍測量により成果品を作成する。 

 

２ 委託業務名 

  令和７年度岩美町地籍調査業務（その２） 

 

３ 委託業務場所 

  岩美町大字 唐川 地内  

 

４ 業務完了期限 

令和 ８年 ３月１３日 

 

５ 業務概要 

計画区域 
２３０２ 

唐川の一部 

   

面  積 ０．１６㎢    

調査後筆数 ２１９筆    

視通条件 山Ⅱ    

縮  尺 1/1,000    

精  度 乙１    

実施工程 FⅡ-2，G,H    

測量方法 地上数値法    

そ の 他 D工程省略・数値情報化    

 

６ 成果品及び法令の適用 

地籍調査作業規程準則運用基準第１９条及び第５６条による 

（１）各単位作業共通：   ① 工程表 

                  ② 検査成績表 

                  ③ その他測量工程上必要な資料 

（２）地籍図根三角測量： ① 基準点等成果簿写 

                   ② 地籍図根三角点選点手簿 

                   ③ 地籍図根三角点選点図〔準則第５０条〕 

                   ④ 地籍図根三角点平均図〔準則第５０条〕 



⑤ 地籍図根三角測量観測計算諸簿 

                   ⑥ 地籍図根三角点網図〔準則第５２条〕 

                   ⑦ 地籍図根三角点成果簿〔準則第５２条〕 

                   ⑧ 精度管理表 

⑨ 測量標の設置状況写真 

（３）地籍図根多角測量： ① 地籍図根多角点選点図〔準則第５６条〕 

                 ② 地籍図根多角点平均図〔準則第５６条〕 

                   ③ 地籍図根多角測量観測計算諸簿 

                   ④ 地籍図根多角点網図〔準則第５８条〕 

                   ⑤ 地籍図根多角点成果簿〔準則第５８条〕 

                   ⑥ 精度管理表 

                   ⑦ 測量標の設置状況写真 

（４）地籍細部測量：     ① 細部図根点選点図 

                 ② 細部図根測量観測計算諸簿 

                   ③ 細部図根点網図〔準則第６７条〕 

                   ④ 細部図根点成果簿〔準則第６７条〕 

                   ⑤ 細部図根測量精度管理表 

                   ⑥ 一筆地測量観測計算諸簿 

                   ⑦ 一筆地測量精度管理表 

 （５）地籍図原図の作成： ,① 筆界点番号図〔準則第７４条〕 

② 筆界点成果簿（番号図区域ごとにまとめる） 

〔準則第７４条〕 

③ 地籍図一覧図〔準則第７４条〕 

④ 仮作図〔準則第７４条〕 

⑤ 原図〔準則第７４条〕 

⑥ 地籍明細図（必要な場合）〔準則第７５条〕 

（６）地 積 測 定：     ① 地積測定観測計算諸簿 

                  ② 地積測定成果簿〔準則第８７条〕 

③ 筆界点座標値等の電磁的記録 

④ 精度管理表 

（７）地籍図・地籍簿作成： ① 地籍図 

                  ② 地籍簿 

③ その他資料 

 （８）数 値 情 報 化：  ① 地籍フォーマット２０００ 

                  ② 国土調査登記情報ファイル 

                  ③ 地籍フォーマット検査結果成績表、ダンプリスト 

                  ④ 情報記録媒体（CD-R） 

                  ⑤ その他資料 



７ その他 

（１）成果品について、検査を受け不合格のものは、受注者において速やか

に訂正するものとする。 

（２）本仕様書及び業務中に疑義をまたは詳細について不明な点が生じた時

は、双方が協議して決定するものとする。 

 

（３）受注者は、業務上知り得た情報は厳重に管理し、一切外部に漏らして

はならない。 

（４）打合せ回数は、着手時、中間時、最終時の３回とする。 



 様式 １                                                       【電子メール送信可】 

       作業進度報告書（地籍調査測量） 地 区 名  
   会 社 名 

 
   主任技術者        印(印略可) 

作 業 名  

作業期間 
自 令和   年   月  日 
至 令和   年   月  日 

                                   令和  年  月   第  報 
 

工程区分 数 量 
換  進工  進 
算     程  捗 
率  度別  率 

月  
 

10    20 

月  
 

10    20 

月  
 

10    20 

月  
 

10    20 
備  考 

計画準備 一式 
 ％   ％   ％              

    凡 例 
 
 
計画 
 
実施 
 
 
 
Ｃ工程 
 
普通埋設  点 
 
上面舗装   点 
 
地下埋設   点 
 
屋 上 点   点 
 
GPS測点   点 
 
 

 
Ｃ工程 

新点 
 
   点 

             

 
Ｄ工程 

 
 

k㎡ 

             

 
Ｆ工程 

 
 

k㎡ 

             

 
Ｅ工程 

 
 

k㎡ 

             

 
Ｇ工程 

 
 

k㎡ 

             

 
Ｈ工程 

 
 

k㎡ 

             

 
社内点検 

 
一式 

             

 
総 合 進 度 

  
% 

 
% 

 
% 

 
% 

 
摘      要 

 

 
注１．この報告書は、毎月末日及び作業終了時における進度を記入し、速やかに提出する。 
２．換算率は、面積換算率を用いる。なお、２種類以上の作業工程を実施したときは、それぞれの換算率により進捗率を計算する。 
３．成果品調整の工程に、成果検定日数を含む。 
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